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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期

第２四半期連結
累計期間

第35期
第２四半期連結
累計期間

第34期
第２四半期連結
会計期間

第35期
第２四半期連結
会計期間

第34期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 7,575 8,119 4,038 4,487 17,099

経常損益（百万円） △974 △272 △282 270 △369

四半期（当期）純損益（百万円） △792 △237 △213 189 △90

純資産額（百万円） － － 28,154 28,058 28,697

総資産額（百万円） － － 35,244 35,393 36,349

１株当たり純資産額（円） － － 1,074.851,082.401,099.39

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（円）
△31.39 △9.40 △8.47 7.50 △3.59

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － 7.04 －

自己資本比率（％） － － 77.0 77.2 76.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
946 108 － － 902

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
384 △352 － － △87

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△181 △279 － － △111

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 10,461 9,319 9,965

従業員数（人） － － 1,372 1,301 1,320

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．第34期第２四半期連結累計期間、第35期第２四半期連結累計期間、第34期第２四半期連結会計期間及び第34

期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当た

り四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

　

２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
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４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,301（68）

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含んでおります。）であり、当第２四半期連結会計期間の平均臨時雇用者数は（　）内に外数で記載しておりま

す。

 

(2) 提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 500（36）

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり、

当第２四半期会計期間の平均臨時雇用者数は（　）内に外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループの売上高は、受注に基づくソフトウェア及びそれに付随するコンサルティングが主体であり、生

産高と極めて近似しております。従って、セグメント別生産実績については、有用性が乏しいとの判断から記載を

省略しております。

(2) 受注状況

当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメント 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

日本 3,332,497 － 4,640,323 －

欧米 676,788 － 724,531 －

アジア 217,999 － 229,998 －

合計 4,227,286 － 5,594,852 －

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．金額は販売価格によっており、消費税等を含んでおりません。　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメント 金額（千円） 前年同四半期比（％）

日本 3,416,234 －

欧米 877,450 －

アジア 193,811 －

合計 4,487,496 －

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等を含んでおりません。
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（参考）品目別実績は次のとおりであります。　

(1) 受注状況

当第２四半期連結会計期間における受注状況を品目ごとに示すと、次のとおりであります。

品目 受注高（千円）
前年同四半期比
（％)　

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

基板設計ソリューション 720,424 86.2 757,328 121.2

回路設計・ＩＣソリューション 1,208,669 124.5 933,939 166.5

ＩＴソリューション 886,976 171.9 567,783 130.9

クライアントサービス 1,404,781 94.9 3,331,858 103.0

その他 6,433 139.9 3,942 101.1

合計 4,227,286 111.1 5,594,852 115.1

（注）金額は販売価格によっており、消費税等を含んでおりません。

(2) 販売実績　

当第２四半期連結会計期間の販売実績を品目ごとに示すと、次のとおりであります。

品目 金額（千円） 前年同四半期比（％）

基板設計ソリューション 789,923 100.1

回路設計・ＩＣソリューション 895,528 98.0

ＩＴソリューション 1,022,203 179.2

クライアントサービス 1,773,849 100.7

その他 5,991 146.1

合計 4,487,496 111.1

（注）上記金額には、消費税等を含んでおりません。

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　　

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間の経済環境につきましては、景気回復の兆しは見られたものの、欧州諸国の財政危

機や為替変動の影響など先行きの不透明感から依然として厳しい状況で推移いたしました。当社グループの主要

なお客さまであるエレクトロニクス及び自動車関連製造業におきましては、業績改善が進んでいる一方で、需要

回復に減速の懸念があることから設備投資に慎重な姿勢が続いております。

このような中にあって、当第２四半期連結会計期間の売上高は、４４億８千７百万円（前年同期比 11.1％増）

と前年同期を上回る結果となりました。これは、新しい組織体制の下、設計・製造に関わる情報を包括的に管理す

るＰＬＭ製品を中心にＩＴソリューションの売上が大きく伸びたことや、アジア地域の売上が堅調に推移したこ

とによるものです。

利益面につきましては、子会社の損失計上はあったものの、売上高の増加と経費抑制努力により、経常利益　２

億７千万円（前年同期 経常損失２億８千２百万円）、四半期純利益１億８千９百万円（前年同期 四半期純損失

２億１千３百万円）と利益を計上し改善いたしました。

 

報告セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

ＩＴソリューションの受注・売上が堅調に推移したことなどから、売上高は35億６千８百万円となり、営業

利益は２億８千６百万円となりました。

②欧米

一部に回復の兆しは見られるものの依然として厳しい市場環境が続いており、売上高は９億４千４百万円と

なり、営業損失は２千７百万円となりました。

③アジア

韓国におけるクライアントサービスの受注が順調に推移したことなどから、売上高は２億２百万円となり、

営業利益は５千万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計

期間末に比べ５億３千４百万円減少し、93億１千９百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果使用した資金は、４億２千８百万円（前年同期比 １億２千５百万円増）となりました。こ

れは主に税金等調整前四半期純利益の計上２億７千４百万円と売上債権の増加６億１千７百万円との差引

合計によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、９千５百万円（前年同期比 １億８千７百万円減）となりました。主な内

訳は、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出１億２千５百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、１百万円（前年同期比 １百万円減）となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(4) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は７億７千７百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第２四半期連結会計期間末における当社グループの資金（連結キャッシュ・フロー計算書の「現金及び現

金同等物」）残高は、第１四半期連結会計期間末より５億３千４百万円減少し、93億１千９百万円となりました。

将来の事業活動に必要な運転資金及び設備投資資金につきましては、営業活動により得られた資金及び内部資

金より調達しております。

当社グループの資金につきましては、信用リスク、金利等を考慮し、安全性を第一と考え、元本割れの可能性が

極めて低いと思われる金融商品で運用しております。

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループは、設計・製造の効率化という課題の解決に向けたソリューションビジネスを展開しておりま

す。エレクトロニクス及び自動車関連製造業を主要な市場とするほか、設計・製造インフラに関するソリュー

ションを拡充し、設計・製造プロセス全体の最適化を提供していくこと等により、新たな市場、技術領域への取り

組みを積極的に展開し、事業基盤のさらなる拡大を図っております。そのため、各種ソリューションの開発・強化

の進捗やその品質・信用性の向上、エレクトロニクス及び自動車関連を中心に製造業における設備投資の動向、

さらには有力企業や関連会社との良好な協業・連携の維持といった要因が経営成績に重要な影響を与えるもの

と思われます。

 

(7) 今後の見通し

今後の経済環境につきましては、景気回復の兆しは見えてきたものの、欧州諸国の財政危機や為替変動の影響

など先行きの不透明感から、引き続き厳しい状況で推移していくものと思われます。

このような厳しい環境におきましても、当社グループは、お客さまへの提案活動のさらなる強化や新製品の開

発などに取り組み、主要ビジネスでの収益の拡大に努めるとともに、新たな市場へ積極的に事業展開してまいり

ます。これにより、収益力の強化とビジネス基盤の拡大を目指してまいります。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画

はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,525,700

計 86,525,700

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式     27,903,669 同左
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数 100株

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

計     27,903,669 同左 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日　
－ 27,903,669 － 10,117,065 － 8,657,753
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(6)【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

金子　真人 東京都大田区 　4,500 16.12

金子真人ホールディングス株式会社 東京都大田区田園調布３丁目23－３ 3,240 11.61

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社
東京都中央区晴海１丁目８－11  1,929 6.91

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社
東京都港区浜松町２丁目11番３号     1,559 5.58

ノーザン トラスト カンパニー

(エイブイエフシー)サブ アカウント

　アメリカン クライアント

(常任代理人 香港上海銀行東京支店)

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 5NT,UK

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）
832 2.98

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

日本生命証券管理部内
803 2.87

和田　扶佐夫 神奈川県横浜市青葉区 800 2.86

ステート ストリート バンク アンド

　トラスト カンパニー 505044

（常任代理人 株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A.

（東京都中央区月島４丁目16－13）
688 2.46

金子　みね子 東京都大田区 580 2.07

モルガンスタンレーアンドカンパ

ニーインク

（常任代理人 モルガン・スタンレー

MUFG証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036,U.S.A.　

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３

　恵比寿ガーデンプレイスタワー）

514 1.84

計 －  15,448 55.36

　（注）１．上記のほか、当社が保有している自己株式2,649千株があります。

２．上記信託銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱　 1,929千株

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 1,559千株

３．野村アセットマネジメント株式会社から、保有状況について以下のとおり大量保有報告書（変更報告書）の

提出を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数を確認すること

ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

提出日 報告義務発生日

野村アセットマネジメント㈱ 1,296 4.65 平成22年７月21日平成22年７月15日
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　  2,649,500 －

単元株式数 100株　

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 　25,229,000    252,290 同　上

単元未満株式 普通株式　     25,169 －  － 

発行済株式総数 27,903,669 － －

総株主の議決権 －     252,290 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権の数９個）含まれており

ます。

 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社　図研
横浜市都筑区荏田東

２丁目25番１号
    2,649,500 －     2,649,500 9.49

計 －     2,649,500 －     2,649,500 9.49

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 757 774 683     650     594     554

最低（円） 672 630 636     552     515     501

（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　

退任取締役

役名 職名 氏名 退任年月日
専務取締役 － 尾上　善憲 平成22年８月６日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成22

年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。　

 

EDINET提出書類

株式会社図研(E01966)

四半期報告書

12/28



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,842,158 4,548,856

受取手形及び売掛金 3,486,889 4,127,226

有価証券 14,738,879 14,614,530

商品及び製品 106,676 76,971

仕掛品 77,256 58,262

原材料及び貯蔵品 13,266 11,844

その他 1,213,152 1,038,749

貸倒引当金 △37,648 △33,737

流動資産合計 23,440,630 24,442,703

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 3,552,962

※1
 3,626,624

土地 3,054,360 3,055,518

その他（純額） ※1
 302,859

※1
 328,451

有形固定資産合計 6,910,181 7,010,594

無形固定資産

のれん ※2
 588,524

※2
 618,760

その他 645,768 611,996

無形固定資産合計 1,234,293 1,230,756

投資その他の資産 ※3
 3,808,406

※3
 3,665,611

固定資産合計 11,952,881 11,906,963

資産合計 35,393,511 36,349,666
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 317,368 648,975

未払法人税等 109,758 285,060

賞与引当金 671,478 741,041

その他の引当金 27,960 34,771

その他 3,289,774 3,172,694

流動負債合計 4,416,340 4,882,542

固定負債

退職給付引当金 2,702,325 2,613,575

その他 215,989 156,233

固定負債合計 2,918,315 2,769,808

負債合計 7,334,655 7,652,351

純資産の部

株主資本

資本金 10,117,065 10,117,065

資本剰余金 8,657,753 8,657,753

利益剰余金 11,529,707 11,943,799

自己株式 △2,899,992 △2,899,929

株主資本合計 27,404,533 27,818,688

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 196,755 165,804

為替換算調整勘定 △266,290 △220,230

評価・換算差額等合計 △69,534 △54,426

少数株主持分 723,857 933,053

純資産合計 28,058,856 28,697,315

負債純資産合計 35,393,511 36,349,666

EDINET提出書類

株式会社図研(E01966)

四半期報告書

14/28



(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 7,575,492 8,119,128

売上原価 1,949,123 1,988,617

売上総利益 5,626,369 6,130,510

販売費及び一般管理費 ※
 6,437,014

※
 6,417,954

営業損失（△） △810,645 △287,443

営業外収益

受取利息 25,766 24,700

持分法による投資利益 － 50,194

助成金収入 23,292 －

その他 36,489 58,384

営業外収益合計 85,548 133,280

営業外費用

為替差損 149,097 100,280

持分法による投資損失 82,192 －

その他 18,076 18,223

営業外費用合計 249,366 118,503

経常損失（△） △974,462 △272,667

特別利益

投資有価証券売却益 － 3,454

固定資産売却益 5,462 2,735

その他 － 2,100

特別利益合計 5,462 8,290

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 46,735

固定資産処分損 1,663 －

その他 － 4,854

特別損失合計 1,663 51,590

税金等調整前四半期純損失（△） △970,664 △315,966

法人税、住民税及び事業税 41,219 74,029

法人税等調整額 △118,615 △34,794

法人税等合計 △77,395 39,235

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △355,202

少数株主損失（△） △100,387 △117,889

四半期純損失（△） △792,880 △237,312
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 4,038,541 4,487,496

売上原価 1,108,815 1,058,980

売上総利益 2,929,725 3,428,515

販売費及び一般管理費 ※
 3,146,721

※
 3,125,344

営業利益又は営業損失（△） △216,995 303,170

営業外収益

受取利息 15,390 11,758

持分法による投資利益 － 29,754

助成金収入 23,292 －

負ののれん償却額 12,558 －

その他 7,376 29,308

営業外収益合計 58,618 70,822

営業外費用

為替差損 81,809 88,421

持分法による投資損失 26,086 －

その他 15,905 15,172

営業外費用合計 123,800 103,593

経常利益又は経常損失（△） △282,177 270,399

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 3,536

固定資産売却益 5,462 1,941

その他 － 1,567

特別利益合計 5,462 7,045

特別損失

固定資産処分損 1,663 2,419

その他 － 321

特別損失合計 1,663 2,741

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△278,379 274,702

法人税、住民税及び事業税 29,332 62,692

法人税等調整額 △7,306 74,034

法人税等合計 22,026 136,726

少数株主損益調整前四半期純利益 － 137,976

少数株主損失（△） △86,537 △51,437

四半期純利益又は四半期純損失（△） △213,868 189,413
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △970,664 △315,966

減価償却費 290,936 270,985

持分法による投資損益（△は益） 82,192 △50,194

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 46,735

売上債権の増減額（△は増加） 2,065,054 550,509

仕入債務の増減額（△は減少） △227,011 △319,862

退職給付引当金の増減額（△は減少） － 112,306

その他 △36,739 30,968

小計 1,203,768 325,482

利息及び配当金の受取額 33,544 27,451

利息の支払額 △144 △294

法人税等の支払額 △290,802 △244,086

営業活動によるキャッシュ・フロー 946,364 108,553

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 163,842 △38,644

有価証券の取得による支出 － △1,998,920

有価証券の償還による収入 － 2,023,200

有形固定資産の取得による支出 △68,943 △73,663

無形固定資産の取得による支出 △166,607 △165,995

投資有価証券の取得による支出 △118,865 △250,000

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 194,300

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

630,371 －

連結の範囲の変更を伴う子会社持分の取得に対
する前期未払い分の支払による支出

△68,678 △42,407

その他 13,409 △479

投資活動によるキャッシュ・フロー 384,527 △352,610

財務活動によるキャッシュ・フロー

子会社の自己株式の取得による支出 － △99,000

配当金の支払額 △176,789 △176,779

その他 △4,898 △3,693

財務活動によるキャッシュ・フロー △181,688 △279,472

現金及び現金同等物に係る換算差額 16,266 △121,956

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,165,471 △645,486

現金及び現金同等物の期首残高 9,296,283 9,965,456

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 10,461,754

※
 9,319,969
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月

31日）を適用しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失及び経常損失は

2,639千円、税金等調整前四半期純損失は49,375千円増加しております。

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は75,260千

円であります。

  

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

２．前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました営業外収益の「助成金収入」は、金額的重要性が乏

しいため、「その他」に含めて表示しております。

なお、「その他」に含まれる「助成金収入」は、14,455千円であります。

　

３．前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました特別損失の「固定資産処分損」は、金額的重要性が

乏しいため、「その他」に含めて表示しております。

なお、「その他」に含まれる「固定資産処分損」は、4,532千円であります。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました「退職給付引当金の増減額（△は減

少）」は、当第２四半期連結累計期間において、金額的重要性が増したため区分掲記しております。

なお、前第２四半期連結累計期間の「その他」に含まれる「退職給付引当金の増減額（△は減少）」は、△6,389千

円であります。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

２．前第２四半期連結会計期間において区分掲記しておりました営業外収益の「助成金収入」は、金額的重要性が乏

しいため、「その他」に含めて表示しております。

なお、「その他」に含まれる「助成金収入」は、9,807千円であります。

　

３．前第２四半期連結会計期間において区分掲記しておりました営業外収益の「負ののれん償却額」は、金額的重要

性が乏しいため、「その他」に含めて表示しております。

なお、「その他」に含まれる「負ののれん償却額」は、12,558千円であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められる場合に、前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率等の合理

的な基準を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては実地棚卸を一部省

略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定

する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１  有形固定資産の減価償却累計額は、7,173,807千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、7,113,146千円で

あります。

※２　のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは相殺して表示しておりま

す。

なお、相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 776,904千円

負ののれん 188,380千円

純額 588,524千円

※２　のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは相殺して表示しておりま

す。

なお、相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 832,258千円

負ののれん 213,497千円

純額 618,760千円

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 19,383千円 投資その他の資産 30,945千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※    販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は以下のとおりであります。

※    販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は以下のとおりであります。

(1) 給料手当 2,008,713千円

(2) 賞与引当金繰入額 358,063千円

(3) 退職給付引当金繰入額 129,431千円

(4) 研究開発費 1,687,980千円

(1) 給料手当 1,969,375千円

(2) 賞与引当金繰入額 383,555千円

(3) 退職給付引当金繰入額 78,027千円

(4) 研究開発費 1,579,917千円

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※    販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は以下のとおりであります。

※    販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は以下のとおりであります。

(1) 給料手当 1,025,609千円

(2) 賞与引当金繰入額 156,371千円

(3) 退職給付引当金繰入額 85,758千円

(4) 研究開発費 838,693千円

(1) 給料手当 983,395千円

(2) 賞与引当金繰入額 165,036千円

(3) 退職給付引当金繰入額 39,075千円

(4) 研究開発費 777,554千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 4,297,146

有価証券勘定に含まれる短期投資 6,515,468

預入期間が３か月を超える定期預金  △350,860

現金及び現金同等物 10,461,754

 

 （千円）

現金及び預金勘定 3,842,158

有価証券勘定に含まれる短期投資 5,948,953

預入期間が３か月を超える定期預金  △471,143

現金及び現金同等物 9,319,969

 

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  27,903,669株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,649,594株

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 176,779 ７  平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年11月８日

取締役会
普通株式 176,778 ７  平成22年９月30日 平成22年12月２日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

当社グループは、エレクトロニクス産業を中心に製造業における設計から製造までのプロセスにかかわるソ

リューションの研究開発・製造・販売及びこれらに附帯するクライアントサービス業務の単一事業を営んで

おります。従いまして、事業の種類別セグメント情報につきましては、該当事項はありません。

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

欧州
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 2,978,914746,389313,2374,038,541 － 4,038,541

(2) セグメント間の内部売上

高
131,051107,33114,708253,090(253,090) －

計 3,109,966853,720327,9454,291,632(253,090) 4,038,541

営業利益（又は営業損失） (164,347) (47,753) 11,515(200,584) (16,410) (216,995)

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

欧州
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 5,466,5511,475,310633,6307,575,492 － 7,575,492

(2) セグメント間の内部売上

高
264,724205,08223,556493,364(493,364) －

計 5,731,2761,680,393657,1878,068,857(493,364) 7,575,492

営業利益（又は営業損失） (634,572) (162,510) (6,461) (803,545) (7,100) (810,645)

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。

(1) 欧州…英国・ドイツ・フランス

(2) その他…米国・韓国・シンガポール・中国・台湾
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【海外売上高】

期別  欧州 その他 計

前第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日

　　至　平成21年９月30日）

Ⅰ　海外売上高（千円） 748,633 342,100 1,090,733

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 4,038,541

Ⅲ　連結売上高に占める海

外売上高の割合（％）
18.5 8.5 27.0

　

期別  欧州 その他 計

前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日

　　至　平成21年９月30日）

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,467,699 705,108 2,172,807

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 7,575,492

Ⅲ　連結売上高に占める海

外売上高の割合（％）
19.4 9.3 28.7

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。

(1) 欧州…英国・ドイツ・フランス

(2) その他…米国・韓国・シンガポール・中国・台湾

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営責任者が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、エレクトロニクス産業を中心に製造業における設計から製造までのプロセスにかかわるソリュー

ションの研究開発・製造・販売及びこれらに附帯するクライアントサービス業務を営んでおり、国内において

は当社及び関連会社が、海外においては欧州（主に英国、ドイツ、フランス）及び米国、アジア（韓国、シンガ

ポール、中国、台湾）各国のそれぞれ独立した経営単位である現地法人が担当しておりますが、米国現地法人に

ついては、ドイツ現地法人の管理体制下にあります。

従って、当社は、販売体制を基礎としたセグメントから構成されており、「日本」、「欧米」及び「アジア」

の３つを報告セグメントとしております。各報告セグメントにおいては、エレクトロニクス産業を中心に製造

業における設計から製造までのプロセスにかかわるソリュ－ションの販売及びこれらに附帯するクライアン

トサービス業務を営んでおります。
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）　　　　　　　　（単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 日本 欧米 アジア 計

売上高       

(1) 外部顧客への売上高 6,050,0301,680,363388,7348,119,128 － 8,119,128

(2) セグメント間の内部売
上高又は振替高

305,910116,90926,924449,744(449,744)－

計 6,355,9411,797,272415,6588,568,872(449,744)8,119,128

セグメント利益（又は損失） (141,827)(256,725)111,935(286,617)(826)(287,443)

（注）１．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去△826千円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）　　　　　　　　（単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 日本 欧米 アジア 計

売上高       

(1) 外部顧客への売上高 3,416,234877,450193,8114,487,496 － 4,487,496

(2) セグメント間の内部売
上高又は振替高

151,90866,722 8,741227,371(227,371)－

計 3,568,142944,172202,5534,714,868(227,371)4,487,496

セグメント利益（又は損失） 286,729(27,160)50,728310,297(7,126)303,170

（注）１．セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去△7,126千円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,082.40円 １株当たり純資産額 1,099.39円

 

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 31.39円 １株当たり四半期純損失金額 9.40円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

同左

（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 　 　

四半期純損失（千円） 792,880 237,312

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 792,880 237,312

期中平均株式数（株） 25,255,051 25,254,107

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　－ 　－
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 8.47円 １株当たり四半期純利益金額 7.50円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額

7.04円

（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
　 　

四半期純利益又は四半期純損失(△)（千円） △213,868 189,413

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（千円）
△213,868 189,413

期中平均株式数（株） 25,254,555 25,254,078

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － △11,527

（うち連結子会社の潜在株式に係る調整額） (－) (△11,527)

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　－ 　－

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成22年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………176,778千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………７円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月２日

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月12日

株式会社図研

取締役会　御中
 

あずさ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　哲也　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森居　達郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社図研の平成

21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社図研及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年11月11日

株式会社図研

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　哲也　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森居　達郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社図研の平成

22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社図研及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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